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「労働保険料等算定基礎賃金等の報告」の提出について（お願い） 

 

労働保険事務組合の業務運営につきましては、格別のご協力を賜り厚くお礼

申し上げます。 

さて、本年も労働保険年度更新の時期がまいりました。今回の年度更新は、

平成３１年４月１日から令和２年３月３１日までの１年を単位として、令和元

年度の確定保険料の精算と令和２年度の概算保険料の申告・納付をいたします。 

この申告は、委託事業主より提出いただく標記「賃金等の報告」に基づいて

保険料を算出いたしますので、別紙記載要領を参考に記入・押印のうえ下記指

定日までに提出方よろしくお願い申し上げます。 

 

提出期限：令和２年４月１７日（金） 
 

※事業主控えは後日納入通知書と一緒に返送いたします。 

 

≪お 願 い≫ 

年度更新事務は例年７月中旬までに、保険料計算、納入通知書の作成、申告

納付を取りまとめておこないますので提出期限を厳守願います。 

（税理士、会計事務所等に作成を依頼される場合にも提出期限厳守） 

 

※作成方法につき、ご不明な点ございましたら当会事務組合 

（電話０３－５５７７－２９６０）までお問い合わせください。 



労働保険料の算定に当たっては、対象となる賃金総額を正確に把握することが

大切ですので、下記の賃金早見表（例示）を参照願います。 

 

 

労 働 保 険 料 の 算 定 基 礎 と な る 賃 金 早 見 表 

（例示） 

賃金総額に算入するもの 賃金総額に算入しないもの 

○ 基本給・固定給等基本賃金 

○ 通勤手当 

○ 定期券・回数券等 

○ 超過勤務手当・深夜手当・休日手当等 

○ 扶養手当・家族手当・子供手当等 

○ 宿、日直手当 

○ 役職手当・管理職手当等 

○ 住宅手当・地域手当 

○ 教育手当 

○ 単身赴任手当 

○ 技能手当 

○ 特殊作業手当 

○ 奨励手当 

○ 物価手当 

○ 調整手当 

○ 賞与 

○ 休業手当 

○ 創立記念日等の祝金（恩恵的なものでな

いもの） 

○ 雇用保険料その他社会保険料（労働者の

負担分を事業主が負担する場合） 

○ 休業補償費 

○ 退職金 

○ 結婚祝金 

○ 死亡弔意金 

○ 災害見舞金 

○ 私傷病見舞金 

○ 解雇予告手当（労働基準法第２０条の規

定に基づくもの） 

○ 年功慰労金 

○ 出張旅費・宿泊費等（実費弁償的なもの） 

○ 制服 

○ 会社が全額負担する生命保険の掛金 

○ 財産形成貯蓄のため事業主が負担する奨

励金 

 

 

 





事業所別被保険者台帳照会の確認について（お願い） 

 

 別紙、事業所別被保険者台帳照会（以下、台帳照会）につきまして、下記事項につきご

確認願います。この台帳照会は、管轄ハローワークにて現在、雇用保険被保険者登録さ

れている方々です。 

 台帳照会登録されている各被保険者氏名・フリガナ・生年月日の確認とあわせ、令和

元年度中の取得・喪失手続きにつき未手続きの方がおりましたら、台帳照会に追加記載

のうえ、令和 2年 4月 17日（金）までに返信用封筒（賃金等の報告とあわせ）にてご回

答のほど、よろしくお願いいたします。 

 なお、訂正がない場合も、台帳照会余白に訂正なしと記載のうえ、ご返信ください。 

  

 

 

●この日付時点での登録リストです。 

 

●既に退職している方が台帳に残っている場合は、喪失手続きが未処理なので、

該当者に二重線を引いたうえ、喪失年月日と退職の理由を朱書き願います。 

 また、雇用保険該当者で、台帳から漏れている方についても、 

 氏名（フリガナ）、生年月日、入社年月日を朱書き願います。 

●氏名（フリガナ）、生年月日に

登録誤り、氏名変更ある場合

朱書きで訂正願います。 

  ●登録の雇用保険被保険者人数です。 

●個人番号の登録がある被保険者

に（記録有）の表記が入ります。 

訂正例 2020.03.19 15：02 

53 歳 

51 歳 

71 歳 

●過去又は現在、雇用継続

給付の受給を受けた被保

険者に、休業、高齢賃金の

表記が入ります。 
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【令和２年度雇用保険料の徴収について】

（令和２年度　雇用保険料率表）　

　負担者 ① ②

労働者負担 事業主負担
事業の （失業等給付の 失業等給付の 雇用保険二事業の

種類 保険料率のみ） 保険料率 保険料率

　　　　　　　厚生労働省／都道府県労働局／公共職業安定所（ハローワーク）

（令和２年度　労災保険料率表）　

　負担者 ① ② ①＋②

事業の 労働者負担 事業主負担 労災保険料率
種類

３/1000

労働者（本人）負担分として雇用保険料を徴収する必要がありますのでお忘れなきようご注意ください。

令和2年4月1日からは高年齢労働者についても、他の雇用保険被保険者と同様に、

雇用・労災保険料率は、令和元年度と同率です。

高年齢労働者の雇用保険料免除終了について

使用者・労働者共に雇用保険料の納付が必要となります。

（医療業）
３/1000０/1000

一般の事業

①＋②

一般の事業
３/1000 ６/1000

令和２年度の労働保険料率
（雇用・労災）

令和２年４月１日から令和３年３月３１日までの

３/1000 ３/1000 ９/1000
（医療業）

雇用保険料率



令和２年４月１日から、

すべての雇用保険被保険者について

雇用保険料の納付が必要となります

厚生労働省

御不明な点があれば、最寄りの都道府県労働局にお問い合わせください。

のみなさまへ

65歳以上の労働者も雇用保険の適用対象となっていますが、経

過措置として、平成29年１月１日から令和２年３月31日までの

間は、高年齢労働者※に関する雇用保険料は免除されていました。

雇用保険被保険者を雇用する事業主
雇 用 保 険 被 保 険 者

令和２年４月１日からは、高年齢労働者※

についても、他の雇用保険被保険者と同様に

雇用保険料の納付が必要となります。

（※）保険年度の初日（４月１日）において満64歳以上である労

働者であって、雇用保険の一般被保険者となっている方を

指します。


